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数理計画あるいは数理計画法と題された本を捜してみ れぞれについて，ダイクストラ法，ワォーシャル一一フ

ると案外多くないことに気づく.おそらく数理計画とい ロイド法，ラベリング法，主・双対法，クラインの方法

うテーマを手頃な厚さの 1 冊の本に納めることは，どう が説明されている.ただしクラインの方法については方

しても割愛せざるをえない箇所が生まれてしまい，必ず 法の紹介にとどめられている.さらに節を改めて主単体

しもやさしくないからではなし、かと想像する. 法の最小費用流問題への応用について説明があり，基底

本書は本文だけで約 190 ページあり，その半分強が線 とネットワークの木との対応を用いることによって単体

形計画法と凸多面体の解説にさかれており，残りをネッ 判定基準の計算や基底変換が容易に行なえることが示さ

トワーグ計画法，非線形計画法，組合せ計画法のそれぞ れている.最後に MODI 法を紹介してこの章を終えて

れに 3 等分した形となっている.以下，章を追ってその いる.この章にコンシステントラベルによるラベリング

内容を紹介してゆくことにする. 法の有限収束性や，それに続く種々の加速法の話題が盛

第 1 章線形計画法は，線形計画問題に定式化できる問 り込まれであればBland 氏の退化対策との比較の意味

題の解説に始まり，単体法，改訂単体法，双対定理，双 でおもしろかったのではないかと思われる.

対単体法，有界変数法，感度分析，パラメータ分析が解 第 4 章は非線形計画法であり，その前半ではまずキュ

説されており，線形計画法の教科書としても充分な内容 ーンータッカーの定理が紹介され， これを用いて 2 次計

が盛り込まれている.ここで，特に目をヲ|くのは退化に 画問題が線形相補性問題に定式化できることが示されて

よる巡回の対策として摂動法や辞書式順序を用いた方法 いる.この線形相補性問題に対してはレムケの相補的軸

ではなく. 1976年に発表されたBland 氏の方法一一列 演算法が紹介されている.また後半では，勾配法の概略

選択では単体判定基準が正であるものの中で最も若い変 が示されたのも，制約式がすべて線形の問題に対しては

数番号を持つ列を，行選択でタイがおこったときにもや 線形計画法の拡張である縮小勾配法が説明され，非線形

はり最も若い変数番号を持つ行を選ぶーーが紹介されて の制約式を持つ問題については SUMT が取り上げら

いる点である.これにより従来かなりのベージ数とめん れ，双対定理との関連にも言及されている.

どうな議論を必要とした退化対策の説明が簡潔に，しか 最後の第 5 章組合せ計画法は，この章の初めに著者も

もコンパクトになされていることは見のがすことができ 述べているように「例題をもとに解法の特徴をのぞいて

ない.さらに単体法は変数と制約式の個数の多項式オー みる j といった感じで書かれている.取り上げられてい

ダーの手間で最適解を与える保証はないことがことわら る内容はナップザック問題と動的計画法，巡回セールス

れており，続いて「しかしだからといって LPを解くこ マン問題と割当問題を用いた分校限定法. 0-1 計画法と

とを恐れることはない.経験則がほとんどの場合に通用 ノミラスの加算的算法，それにベンダースの分解原理であ

するからである.交通事故がこわし、からといって外出を る.ナップザック問題の漸化式とダイクストラ法との比

やめるわけにはし、かない. J と書かれている. 較や，最小費用流問題の双対問題との比較などが書かれ

第 2 章は凸多面体と線形計画法と題されており，ここ てあればと少し残念ではあるが，紙数の都合上いたしか

では基底解と実行可能領域の頂点との対応が示され，主 たのないことかも知れない.

単体法が実行可能領域の隣接する頂点を11原にたどってゆ 本書全体を通して，方法の説明のあとには必ず例題が

く方法であることが説明されている.ついで凸多面体が 添えられており読者の理解を助けるべく配慮されてい

その有限個の頂点の凸結合と有限本の非有界端線の非負 る.また各章末には，手ずから計算して方法を理解する

結合の和として表現できると L寸分解定理を示しこれ ための問題と，本文で説明された理論のちょっとした拡

を用いて単体判定基準に幾何学的解釈を与えて章を閉じ 張や応用を含んだ問題とが用意されており. r初学者に

ている. もわかりやすく J とし、う著者のねらいは充分に満たされ

第 3 章のネットワーク計画法では最短路問題，最大流 ていると思われる山本芳嗣)

問題，最小費用流問題の 3 つの問題が取り上げられ，そ
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